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From the Viewpoint of One-Stop Support for Crime Victims
千　手　正　治＊
は じ め に
　本稿は， ニュージーランドにおける民間の被害者支援団体である
Victim Support（以下「VS」という）が果たす犯罪被害者に対するワンス
トップ支援センターとしての役割に着目するものである1）。犯罪被害者に
対するワンストップ支援とは，一般に犯罪被害者に対する支援提供の場を
₁ か所に集中することにより，犯罪被害者が必要とするすべての支援を ₁
＊　嘱託研究所員・常磐大学准教授
1）　VS については，Victim Support (http://www.victimsupport.org.nz/) 参照。ま
た VS について紹介したものとして，冨田信穗「ニュージーランドの被害者政
策」『被害者学研究』 ₉ 号（1999年）67─82頁，中島祐司「Victim Support」『更
生保護と犯罪予防』38巻 ₂ 号（2005年）67─82頁，拙稿「ニュージーランドに
おける被害者支援（Victim Support）グループ：その概要」『比較法雑誌』36
巻 ₁ 号（2002年）103─114頁， 同「ニュージーランドにおける犯罪被害者政
策：修復的司法ならびに被害者支援グループを中心に」日本ニュージーランド
学会 ＝ 東北公益文科大学ニュージーランド研究所編『「小さな大国」ニュージ
ーランドの教えるもの：世界と日本を先導した南の理想郷』論戧社（2012年）
252─269頁等。
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か所で受けることを可能にする制度をいう2）。被害者が必要とする支援と
しては，医療機関による治療行為，精神科医もしくは臨床心理士等による
カウンセリング，弁護士等による法律相談，犯罪被害者支援に関する情報
提供，犯罪被害者給付金の申請などの各種被害者救済手続のサポートな
ど，様々な形態が考えられるが，これらがすべて異なる場所にあった場
合，これらの提供の場に出向く手間もかかり，被害者にとって利用しづら
いものとなる。すなわち，被害者はあちこちに出向くことなく，ワンスト
ップ支援センターとしての役割を果たしている機関にさえ行けば，そこで
必要とする支援を受けることが可能となり，被害者の便宜にかなう支援制
度であるといえよう。
　しかしながら，被害者が必要とするすべての支援を一か所に集中させる
ことは，事実上困難であるといえる。したがって，後述のとおり，ワンス
トップ支援センターと呼ばれるところにおいても，実際にはできるだけ ₁
か所に集中させるといった形での運営がなされている。
　なお本稿は，科研費の課題（課題番号：26380098）における2015年度の
2）　我が国における性犯罪被害者に対するワンストップ支援に関するものとし
て，佐々木靜子「被害者支援体制をいかに戧るか：連携を求めて」『被害者学
研究』21号（2011年）101─111頁，千手正治 ＝ 冨田信穂「我が国及びアメリカ
合衆国における犯罪被害者に対するワンストップ支援の現状：首都圏及びカリ
フォルニア州における例を参考として」常磐大学人間科学部紀要『人間科学』
33巻 ₁ 号（2015年）23─36頁，内閣府『平成24年版犯罪被害者白書』印刷通販
株式会社（2012年）15─27頁，内閣府犯罪被害者等施策推進室『性犯罪・性暴
力被害者のためのワンストップ支援センター開設・運営の手引：地域における
性犯罪・性暴力被害者支援の一層の充実のために』（http://www8.cao.go.jp/
hanzai/kohyo/shien_tebiki/pdf/zenbun.pdf），藤本哲也「性犯罪被害者のため
のワンストップ支援センター」『戸籍時報』697号（2013年）95─98頁， 拙稿
「我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援に対する一考察：大韓
民国における性犯罪被害者に対するワンストップ支援センターを訪問して」
『JCCD』111号（2013年）46─58頁，同「我が国における犯罪被害者に対するワ
ンストップ支援の対象拡大に関する一考察」『法学新報』121巻11・12号（2015
年）645─669頁等。
ニュージーランドにおける民間被害者支援団体（VS）の活動
343
成果の一部及び今後の研究の足掛かりとしてまとめたものである3）。
I　問題の所在
　我が国の犯罪被害者施策においてワンストップ支援という言葉が用いら
れたのは，2011年に閣議決定された「第 ₂ 次犯罪被害者等基本計画」（以
下「第 ₂ 次基本計画」とする）」である。「ワンストップ支援センターの設
置促進」として，「性犯罪被害者のためのワンストップ支援センター（医
師による心身の治療，医療従事者・民間支援員・弁護士・臨床心理士等に
よる支援，警察官による事情聴取等の実施が可能なセンター。以下本項に
おいて『ワンストップ支援センター』という。）の設置を促進するため
（以下略）」と規定している。すなわち，第 ₂ 次基本計画におけるワンスト
ップ支援では，性犯罪被害者のみを対象としたものであって，他の犯罪被
害者に対する支援を前提とはしていない4）。また内閣府犯罪被害者等施策
推進室『性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター開設・
運営の手引：地域における性犯罪・性暴力被害者支援の一層の充実のため
に』（以下，内閣府『手引』とする）も，「ワンストップ支援センターは，
3）　本稿は，2014（平成26）年度から2016（平成28）年度にかけての科学研究費
助成事業基盤研究 C（研究課題名「対象被害者拡大の観点に基づく我が国のワ
ンストップ支援発展の条件に関する実証的研究」）（研究代表者：千手正治）の
研究の一環として位置づけられるものである。
4）　2015（平成27）年11月19日に内閣府犯罪被害者等施策推進室より「第 ₃ 次犯
罪被害者等基本計画案骨子」に対する国民一般への意見募集が告知され，その
際に「第 ₃ 次犯罪被害者等基本計画案骨子」が示された。この中にも「ワンス
トップ支援センターの設置促進」が盛込まれているが，ここでも性犯罪被害者
に限定されている。もっとも「第 ₄ 　支援等のための体制整備への取組」の「₁ 　
相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）」における「地方公共団体の取組
に対する支援」として，「内閣府において，都道府県及び市町村内の関係部局
その他関係機関の連携強化を通じ，犯罪被害者支援に係るワンストップ・サー
ビスの構築を推進するための必要な助言等を行う。」と記載されているが，こ
こでは性犯罪被害者に限定はされていない。
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性犯罪・性暴力被害者に，被害直後からの総合的な支援（産婦人科医療，
相談・カウンセリング等の心理的支援，捜査関連の支援，法的支援等）を
可能な限り ₁ か所で提供することにより（以下略）」と説明している5）。
ただここで注目すべきは，「ワンストップ」とはいうものの，必ずしも ₁
か所で被害者が必要とするすべての支援を提供することを前提としていな
い点である。さらに内閣府『手引』では「被害直後からの上記各種支援の
すべてを物理的に ₁ か所で提供することは，各種支援を行う各機関がそれ
ぞれの専門分野における支援を充実させ，かつ効率的に行うことと必ずし
も両立するとは限らない。したがって，『総合的な支援を可能な限り ₁ か
所で提供する』とは，被害者を当該支援を行っている関係機関・団体等に
確実につなぐことを含むものである」とも説明されている6）。
　被害者に対して必要な支援のすべてを ₁ か所で提供するには，実際上物
理的に考えても難しいと考えられる。第 ₂ 次基本計画や『手引』において
想定されているワンストップ支援の内容を見てみると，ワンストップ支援
に係る個人・機関として，産婦人科医等の医師及び医療従事者，民間支援
員，弁護士，臨床心理士，警察が挙げられているが，ここで挙げた個人・
機関のすべてを ₁ か所に集中させることは相当困難であるように思われ
る。それゆえ前述のとおり，内閣府『手引』においても，「被害者を当該
支援を行っている関係機関・団体等に確実につなぐことを含」むと説明し
ていると考えられる。犯罪被害者に対するワンストップについて考える場
合，このように定義することが現実的であるといえよう。
　しかしながらその一方で，関係機関・団体等に確実につなぐことも含め
てワンストップ支援の概念を定義した場合，犯罪被害者支援の分野で長年
その必要性が主張されてきた犯罪被害者支援のための「多機関連携」との
差異が不明確となるものである。そして多機関連携の場合，その支援対象
被害を限定するものではない。全国被害者支援ネットワーク編集『犯罪被
害者支援必携』によれば，「被害者は，情報的，経済的，専門的（法律，
5）　内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書 ₇ 頁。
6）　内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書 ₈ 頁。
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心理，医療，福祉等），日常的な支援など様々な支援を必要とすることに
なるのである。しかし，このように広範囲な支援サービスは，一つの機関
や専門家によってカバーできるものではない。（中略）多くの機関・専門
家との協力・連携がなければ，被害者を支援することはかなわない。（中
略）コーディネーターは，被害者の支援ニーズを明らかにして，ニーズを
満たすための関係機関や専門家，社会資源に被害者をつなげ，素早く有効
な協力・連携を可能にするものである」と説明されている7）。
　この点について筆者の私見によれば，ワンストップ支援とは，多機関連
携の集約型であり，その本質において両者に差異はないものと考える。後
述のとおり，実際我が国においてワンストップ支援センターと認識されて
いる機関においても，すべての支援を自機関のみで提供しているものは見
受けられず，一部の支援を他の機関に委託している状況にある。そのよう
な意味においては，ワンストップ支援と多機関連携との間には，実務にお
いても著しい差異はなく，ただワンストップ支援の場合，可能な限り ₁ か
所で提供することや，他機関に確実につなぐことを志向するものであると
いえよう。
　このように考えた場合，ワンストップ支援の対象を性犯罪被害者に限定
する合理性は希薄であると考える。被害者が必要とする支援をできる限り
₁ か所で提供することは，支援提供が行われる場への連絡や移動に係る被
害者の負担を軽減することや，被害者に対して迅速な支援を提供すること
を可能にするものであり，極めて被害者志向的な施策であり，すべての被
害者に共通するニーズであると考える。
　本稿においては，このような問題提起をもとに，ニュージーランドにお
ける VS が特に罪種を限定することなく支援を提供している点や，警察，
カウンセラー，法律相談機関，医療機関等との連携をとっている点，さら
には被害者が VS に電話をした場合，ウェリントンにあるナショナル・オ
フィス（National Ofﬁce of Victim Support）につながれ，全国各地におい
7）　関根剛「犯罪被害者支援における関係機関・団体の連携」全国被害者支援ネ
ットワーク編集『犯罪被害者支援必携』東京法令出版（2008年）43頁。
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て実際の被害者支援にあたるボランティアスタッフの情報を集約した端末
から，適任と思われるボランティアスタッフを選定して被害者の支援にあ
たっている点等に着目する。その上で，VS がニュージーランドにおいて，
どの程度ワンストップ支援センターとしての機能を果たしているのか，我
が国を中心とした外国の制度との比較を通じて考察を試みたいと考える。
II　VS の概要
　次に，VS の概要について，筆者が2015年 ₉ 月 ₇ 日にウェリントンにあ
る VS のナショナル・オフィスを訪問した際に入手した資料及び情報等を
中心として，VS の概要について論じることとする。
　VS は，24時間365日にわたり犯罪及びトラウマの被害者に対して対応す
る組織で，被害者支援に特化した組織としてはニュージーランド唯一の全
国規模の組織であると説明されている8）。
　現在 VS は，首都ウェリントンにあるナショナル・オフィスに加え，全
国に62のローカル・オフィスがあり，約645名のボランティアスタッフと
131名の有給のスタッフからなる9）。VS は全国を ₉ つのデリバリー・エリ
アに分け（ノースランド / ワイテマタ，オークランド，カウンティズ・
マヌカウ，ワイカト，ベイ・オブ・プランティ / イースタン，セントラ
ル，ウェリントン，カンタベリー / タスマン，サザン）10），それぞれに有
給のエリア・マネージャーを配置し，各エリアにおける統括業務に従事さ
せている11）。また全国各地のローカル・オフィスは，ニュージーランド警
8）　Victim Support, “Understanding Victim Supportʼs Work.” a Paper Prepared for 
the Presentation on the Overview of VS Work on 7th September 2015, p. 2.
9）　Ibid., p. 5.
10）　Ibid., p. 5; Victim Support, Annual Repor t 2013/2014. Wellington: New 
Zealand, 2014, p. 10.
11）　筆者が2015年 ₉ 月 ₇ 日（以下においては，日付を省略する）にナショナル・
オフィスを訪問した際に，当該オフィスのスタッフから受けた説明による。な
おナショナル・オフィスは，ウェリントンにあるニュージーランド警察本部内
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察との覚書により警察署の敷地内にあり12），それぞれに有給のサービス・
コーディネーターが配置されている。サービス・コーディネーターは，①
ボランティアスタッフの任務当番表の管理，②ボランティアスタッフから
の業務報告，③ボランティアスタッフの監督，④ケース・マネージメン
ト，⑤ボランティアの指導・訓練等の業務に従事している13）。そのような
意味では，各地のローカル・オフィスにおけるサービス・コーディネータ
ーとボランティアスタッフとの関係は，我が国における保護観察官と保護
司に類似するものであるといえよう。 ₁ つのエリアは， ₅ か所（オークラ
ンド，カウンティズ・マヌカウ）から11か所（ベイ・オブ・プランティ /
イースタン）のローカル・オフィスから構成されている。すなわち，各ロ
ーカル・オフィスのサービス・コーディネーターがボランティアスタッフ
に直接接する有給スタッフであり，エリア・マネージャーは ₅ か所から11
か所のローカル・オフォスから構成される広域のデリバリー・エリアを統
括する役目を担っているといえよう。
　電話対応業務については，24時間365日にわたりナショナル・オフィス
の有給スタッフが全国からの電話に対応している14）。すなわち，VS が24
時間365日にわたり犯罪及びトラウマの被害者に対して対応する組織であ
に設置されている。
12）　VS とニュージーランド警察との覚書については，冨田・前掲論文67─82頁参
照。なお筆者が VS から入手した資料によれば，現在では2013年 ₇ 月19日に交
わされた覚書が最新のものとなっている。この覚書は，『ニュージーランド被
害者支援グループ協議会とニュージーランド警察との間の合意についての覚
書』（Memorandum of Understanding Between NZ Council of Victim Support and 
the New Zealand Police）と呼ばれ，全50条から成る。覚書には，覚書の目的，
警察の役割，VS の役割，警察及び VS の共同責任，被害者の権利と安全，警
察から VS への照会，情報の共有等について規定されている。警察署内に VS
のオフィスの設置を認めることについては，2013年 ₇ 月19日に交わされた覚書
における第15条を根拠とする。
13）　Victim Support, supra note 8, p. 9.
14）　筆者がナショナル・オフィスを訪問した際に，当該スタッフから受けた説明
による。
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るというフレーズは，犯罪被害者やその遺族からの電話対応についてのこ
とであり，ローカル・オフィス内に24時間365日スタッフを配置して対応
しているものではない15）。ただしニュージーランド警察との覚書により，
緊急に VS による支援を必要とする場合において，ニュージーランド警察
からスタッフ派遣の委託を受けた際には，VS 側は45分以内にスタッフを
派遣しなければならない16）。
　ナショナル・オフィスから得た資料によれば，被害者から VS へのコン
タクトとして一番多いのが電話によるものであり，VS の2013─2014の年次
報告書によれば， 年間 ₇ 万7432件の被害者からの電話に対応したとい
う17）。この電話を受け，ボランティアスタッフによる被害者への対応を行
うことになるが，ボランティアスタッフの選定については，それぞれのボ
ランティアスタッフの有するスキル，所在地，被害者への対応可能性をも
とに，被害者からの電話内容への対応に最も適していると思われる人物が
選出される18）。すなわち，電話による被害者との対話や実際に被害者に対
する直接支援を行うボランティアスタッフの選定といった，被害者支援の
マネージメントとなる業務については，有給のスタッフによって実施され
ている。ただし特定の被害者に対して対応可能なボランティアスタッフが
存在しない場合など，対応が難しいと思われる場合には，有給のスタッフ
15）　筆者がナショナル・オフィスを訪問した際に受けた説明によれば，警察署の
敷地内にあるローカル・オフィスにおけるスタッフによる被害者への対応は17
時ぐらいまでしか行っていないという。
16）　45分以内のスタッフ派遣については，2013年 ₇ 月19日に交わされた覚書にお
ける第16条を根拠とする。もっとも筆者がナショナル・オフィスを訪問した際
に，当該オフィスのスタッフから受けた説明によれば，45分以内という文言
は，45分以内に警察署や緊急な支援を必要とする被害者がいる場所といった派
遣先に到着するという意味ではなく，45分以内にスタッフが派遣先への出発に
向けた準備を整えるという意味であるという。
17）　Victim Support, supra note 10, p. 8.
18）　Victim Support, supra note 8, p. 8及び筆者がナショナル・オフィスを訪問し
た際に，当該スタッフから受けた説明による。
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が被害者の対応にあたることもあるという19）。なお筆者が2015年 ₉ 月 ₇ 日
にナショナル・オフィスを訪問した際，全国の被害者からの電話に対応す
るための部屋を見学する機会に恵まれたが，この部屋にある PC 端末では，
全国に存在するボランティアスタッフの所在地やスキル等を，マッピング
やボランティアスタッフの色分け等により表示しており，これにより被害
者支援に対応可能なボランティアスタッフの位置を把握しているとの説明
を受けた。
　このように，被害者からの電話や，ニュージーランド警察からの支援要
請を受け，直接被害者支援にあたるのは，基本的にボランティアスタッフ
である20）。VS のボランティアスタッフになるためには，最初に入門的な
訓練プログラムを受けることから始まる。この訓練は， ₂ 週の週末にわた
って実施され，そこでは，①被害者とその権利，②ボランティア支援者，
③ VS によるサービスの方針，④文化的背景に配慮した実践活動，⑤コミ
ュニケーションスキル，⑥悲しみ及びトラウマを抱えた被害者の支援，⑦
19）　筆者がナショナル・オフィスを訪問した際に，当該スタッフから受けた説明
による。
20）　ニュージーランド社会の特徴として，ボランティア活動が社会的に評価され
る傾向にあり，多数の人々がボランティア活動に従事していることが挙げられ
る。2012年の調査によれば，15歳以上のニュージーランド人のうち，30.6パー
セントが何らかのボランティア活動に従事したと回答しており，性別では，
31.7パーセントの女性がボランティア活動に従事したと回答したのに対し，男
性は29.5パーセントとなっている（Volunteering New Zealand, ”Statistics on 
Volunteering” （http://www.volunteeringnz.org.nz/policy/statistics/））。 また非
営利部門に対する2008年の調査では，ボランティアが67パーセントもの非営利
による労働力を占めており，これは13万3799人ものフルタイムの労働力に匹敵
するものであり，さらにニュージーランドにおけるボランティアは合計で約 ₂
億7000万時間もの無給の活動に従事し，これは約33億ニュージーランド・ドル
もの金銭的価値をもたらしているという（Volunteering New Zealand, ”What to 
Volunteer?” ((http://www.volunteeringnz.org.nz/volunteers/)）。 またニュージ
ーランドにおけるボランティア活動について紹介したものとして，峯良智子
『ニュージーランドの休日』東京書籍（2006年）130 ─142頁参照。
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突然でトラウマとなるような死に方をした被害者遺族の支援，⑧自殺によ
り取残された遺族の支援，⑨被害者支援のための精神的な応急措置の方法
等について学ぶことになる21）。この入門的な訓練プログラムを成功裏に終
えた場合には，次のステップとしてインターンシップが実施される。この
インターンシップは，各ローカル・オフィスのサービス・コーディネータ
ーの助言を受けながら，熟練のボランティアスタッフと ₂ 人 ₁ 組で実施さ
れ，ボランティアスタッフ候補者が ₁ 人で対応できると確信できるまで継
続される22）。ナショナル・オフィスを訪問した際に聞いた話によれば，通
常このインターンシップは， ₆ か月はかかるという。これらの訓練を経
て，ボランティアスタッフ候補者は正式にボランティアスタッフとなるこ
とができる。ボランティアスタッフとなった後も，サービス・コーディネ
ーターの指導の下で，継続的に訓練をうけることとなる。これらの訓練の
中には， 青少年司法のプロセスである家族集団協議会（Family Group 
Conference）や修復的司法，被害状況報告（Victim Impact Statement）と
いった司法手続に係る被害者のサポートなど23），より高度な被害者支援も
含まれる。したがって，ボランティアスタッフの間でも，経験やスキル等
に差異が生じてしまう。そのため，事例ごとにどのボランティアスタッフ
が適任であるか，適切な判断をすることが，VS による犯罪被害者支援の
評価を大きく左右することになろう。そういった意味では，被害者からの
電話に対応し，電話の内容に応じて対応するスタッフを選定するナショナ
ル・オフィスの有給スタッフの判断が重要な意味を持つことになろう。
　実際に被害者に接して支援を行うのはボランティアスタッフが大部分で
あるため，VS において提供される支援は，被害者が被害に遭って危機に
瀕している際に行う応急的あるいは一般的な支援であるといえる。実際に
VS から得た情報によれば，支援内容として，被害者の感情に対する応急
的な支援，被害者に対する実用的な支援，情報の提供，さらにはただ被害
21）　Victim Support, supra note 1.
22）　Ibid.
23）　Ibid.
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者と対話することなどが挙げられており24），専門的な支援ではない。ただ
し，殺人（homicide）25）の遺族に対しては，有給の専門家や特別な訓練を
積んだ専門的なボランティアによる対応が行われる26）。また自殺や性暴力
及び家族内暴力（family violence）の被害者に対しても，そのための特別
な訓練を積んだ専門的なボランティアスタッフによる対応が行われる27）。
　これら以外で VS によって提供される支援としては，①殺人や性暴力な
どの重大事犯における金銭的支援，②刑事司法関連の支援（裁判所，修復
的司法関連の面談，パロール委員会への出席の付添い，被害状況報告の作
成），③悲しみ，喪失感，トラウマ及びショックへの対処についての援助，
④ VS において対応できない場合における，他の被害者支援機関の詳細に
ついての情報提供等が挙げられる28）。
　ここでいう金銭的支援としては，①殺人の被害者遺族，②殺人以外の致
死事件の遺族，③性暴力の被害者，④その他の重大事件の被害者，⑤犯罪
現場となったことに伴う給付金がある29）。
　殺人の被害者遺族の場合，①5000ニュージーランド・ドルの支給，②30
24）　実筆者がナショナル・オフィスを訪問した際に受けた説明によれば，家族を
突然失った被害者遺族に対する支援の例として，ボランティアスタッフと一緒
にお茶を飲んで心を落ち着かせることなどが挙げられた。また被害者とボラン
ティアスタッフが対話する場合でも，電話による場合が多いとの説明も受け
た。
25）　ニュージーランドにおいて殺人は1961年犯罪法（Crimes Act 1961）第158条
により，「あらゆる手段によって他者により直接的もしくは間接的に人を殺害
すること」と定義され，また同第160条 ₃ 項により，犯罪となる殺人（culpable 
homicide）は，嬰児殺の場合を除き，謀殺（murder）もしくは故殺（manslaughter）
となる。
26）　Victim Support, supra note 1; Victim Support, supra note 10, p. 9及び筆者がナ
ショナル・オフィスを訪問した際に，当該スタッフから受けた説明による。
27）　Victim Support, supra note 1; Victim Support, supra note 10, p. 9及び筆者がナ
ショナル・オフィスを訪問した際に，当該スタッフから受けた説明による。
28）　Victim Support, supra note 1.
29）　Victim Suppor t, “Financial assistance for Victims of Serious Crime.” 
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回を上限としたカウンセリング費用，③公判手続やパロール等の刑事司法
手続に参加する場合，最大 ₆ 人までの家族への交通費及び宿泊費の支給，
④裁判所における審理に参加する場合，最大 ₅ 人までへの ₁ 日あたり124
ニュージーランド・ドルの日当の支給，⑤葬祭費についての事故補償公団
（Accident Compensation Corporation）（ニュージーランドにおける事故補
償制度に基づき，犯罪被害，労働災害，交通事故などの原因を問わず被害
者に対して補償金を交付する組織。一般に ACC と呼ばれる）への補償金
の申請補助といった支援を実施している30）。
　殺人以外の致死事件の遺族の場合，①5000ニュージーランド・ドルの支
給，②30回を上限としたカウンセリング費用，③公判手続やパロール等の
刑事司法手続に参加する場合， ₆ 人までの家族の交通費及び宿泊費の支給
といった支援を実施している31）。
　性暴力の被害者の場合，①当面の費用としての500ニュージーランド・
ドルの支給，②公判手続やパロール等の刑事司法手続に参加する際におけ
る交通費及び宿泊費の支給，③被害者やその支援者が公判に参加する場
合，100ニュージーランド・ドルの支給，④カウンセリング，引っ越し等
の被害回復や安全のための費用についての2000ニュージーランド・ドルを
上限とする支給（収入審査あり）といった支援を実施している32）。
　その他の重大事件（被害者に重傷害もしくは無能力をもたらした重大な
暴行，又はそれ以外の犯罪で，合理的根拠により，被害者もしくはその近
親者の安全に対して継続的な不安を抱かせていると認められたものをい
う）に対しては，①公判手続やパロール等の刑事司法手続に参加する際に
おける交通費及び宿泊費の支給，②カウンセリング，引っ越し等の被害回
復や安全のための費用についての2000ニュージーランド・ドルを上限とす
Wellington: New Zealand, 2013.
30）　Ibid.
31）　Ibid.
32）　Ibid.
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る支給（収入審査あり）といった支援を実施している33）。
　犯罪現場となったことに伴う給付金とは，自宅や自家用車が犯罪現場と
なったことにより使用不能となり，専門家による清掃が必要になった場合
や，警察により立入り禁止措置がとられた場合における2000ニュージーラ
ンド・ドルを上限とした給付金である。この給付金により，当面の住む場
所や食べ物さらには清掃に係る費用がカバーされる34）。
　メンタルに係るカウンセリングや法律相談，さらには医療等のサービス
については，外部機関との連携によって対応している。カウンセリングに
ついては，カウンセラーの名簿を作成して被害者をカウンセラーに照会
し，また医療機関との連携についても覚書を作成するなどして連携をとっ
ている35）。法律相談については，無料の法律相談を実施している NPO 組
織である「コミュニティ法律センター」（Community Law Centres）（全国
24か所にセンターがあるが，その出先機関を含めると全国140か所以上に
なる）などとの連携があるが，これは長年の付き合いによる事実上の連携
であり，覚書等は交わしていない36）。その他にも，VS の CEO は，VS の
2013─2014の年次報告書の中で，暴力被害等を受けた女性のための保護施
設（Womenʼs Refuge）やレイプクライシスセンター等の施設や，被害者
の特殊なニーズを提供するための組織との積極的な協力が被害者の生活を
改善すると発言しており37），今後こういった機関とのさらなる連携強化が
期待されるものといえよう。いずれにしても，VS は自らの組織で対応で
きない支援については，これに対応可能な人や機関の詳細についての情報
を提供している。
33）　Ibid.
34）　Ibid.
35）　筆者がナショナル・オフィスを訪問した際に，当該スタッフから受けた説明
による。
36）　筆者がナショナル・オフィスを訪問した際に，当該スタッフから受けた説明
による。
37）　Victim Support, supra note 10, p. 5.
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III　考　　　察
　最後に，VS における支援活動の特徴について，犯罪被害者に対するワ
ンストップ支援の観点も交えながら考察を試みる。
1 　組　　　織
　前述のとおり，VS は全国規模の支援組織であるといえる。すなわち全
国を ₉ つのデリバリー・エリアに分け，さらにその中にローカル・オフィ
スを設置している。また被害者からの電話を受けた際に実際に対応するボ
ランティアスタッフの選定については，彼等のスキル，所在地，被害者へ
の対応可能性をもとに，被害者からの電話内容への対応に最も適している
と思われる人物が選出されている。このことは，VS が全国規模で統一化
された支援を提供できる組織であるといえよう。我が国の場合には，全国
被害者支援ネットワークなども存在するものの38），同ネットワークに加盟
している被害者支援団体は，それぞれが独立した団体である。したがっ
て，提供される支援内容について団体ごとに異なってしまうことはやむを
得ないことであろう。
　我が国において性犯罪以外の被害者に対してもワンストップ支援を実施
している「かながわ犯罪被害者サポートステーション」の場合，2009年 ₄
月に施行された「神奈川県犯罪被害者等支援条例」に基づき同年 ₆ 月に開
設された施設で，NPO 法人神奈川被害者支援センター，神奈川県及び神
38）　全国被害者支援ネットワークについては，「NPO 法人全国被害者支援ネット
ワーク」（http://nnvs.org/）参照。全国被害者支援ネットワークの目指す社会
と使命については，同ネットワークのホームページにおいて「全国48の加盟団
体とともに犯罪被害者と被害者家族・遺族がいつでもどこでも必要な支援が受
けられ，その尊厳や権利が守られる社会の実現を目指して活動しています。」
と記されている。
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奈川県警察の ₃ 者による一体化された運営がなされている39）。このかなが
わ犯罪被害者サポートステーションでは，支援内容としては，①横浜弁護
士会所属の弁護士による法律相談（2回まで無料），②臨床心理士等による
カウンセリング（10回まで無料），③神奈川被害者支援センターの支援員
による検察庁・裁判所等への付添い（無料），④殺人等の被害者遺族及び
犯罪被害として傷病を負った被害者もしくはその家族に対する生活資金の
貸付（貸付要件，審査あり），⑤緊急避難場所としてホテル等の宿泊の支
援（ ₃ 泊まで無料），⑥被害者等がそれまでの住居に住み続けることが困
難となった場合における県営住宅の一時使用（原則として ₃ か月，使用料
が必要），⑦被害者等がそれまでの住居に住み続けることが困難となった
場合における民間賃貸住宅に関する情報提供等が挙げられており，国にお
いてもワンストップ支援センターとして認識されている40）。しかしながら
これだけの支援を提供している団体は，我が国の被害者支援に係る団体で
もそうは多くないものと思われる41）。かながわ犯罪被害者サポートステー
39）　神奈川県庁「かながわ犯罪被害者サポートステーション」（http://www.pref.
kanagawa.jp/cnt/f4181/p12669.html），千手 ＝ 冨田・前掲論文25頁。なお神奈
川県犯罪被害者等支援条例については，「神奈川県犯罪被害者等支援条例」
（http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/18876.pdf#search=ʻ%E7%A5
%9E%E5%A5%88%E5%B7%9D%E7%9C%8C%E7%8A%AF%E7%BD%AA%E8%A2%AB%E
5%AE%B3%E8%80%85%E7%AD%89%E6%94%AF%E6%8F%B4%E6%9D%A1%E4%BE%
8Bʼ）参照。
40）　かながわ犯罪被害者サポートステーションにおける支援内容の詳細について
は，神奈川県庁「かながわ犯罪被害者サポートステーションにおける支援内
容」（http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f4181/p419447.html），千手 ＝ 冨田・前
掲論文26─27頁参照。
41）　筆者が2015年 ₃ 月27日に面接調査のために同ステーションを訪問した際に
も，同ステーションの担当者の話では，これだけの支援を ₁ か所で提供できる
施設は全国にも例がないのではないかとのことであった。実際に全国被害者支
援ネットワークのホームページを参照しても，同ネットワークの加盟団体の活
動状況を見ても，電話・メールによる相談，直接相談（カウンセリング），付
添い活動，自助グループ支援等が主な活動となっている。
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ションの場合，神奈川県犯罪被害者等支援条例において犯罪被害者に対す
る総合的支援体制の整備が義務づけられているので，他の犯罪被害者支援
団体よりも総合的な支援が可能となっているものといえよう42）。
　この点に鑑みれば，ニュージーランドにおける VS は全国規模の組織と
して，支援内容にばらつきがないといえよう43）。
2 　支援対象被害
　VS においては前述のとおり，支援対象となる犯罪被害を限定していな
い。この点においては，性犯罪被害者以外の犯罪者についても，ワンスト
ップ支援の対象に含みうる可能性を秘めたものとして考えられよう。とり
わけローカル・オフィスの場合には，窃盗などの比較的軽微な犯罪につい
て被害届を提出した際に，警察署内において VS のスタッフから支援を受
けることが可能となる44）。この点においては，我が研究グループのテーマ
である性犯罪被害者以外の犯罪者についても，ワンストップ支援の対象と
42）　神奈川県犯罪被害者等支援条例第10条は，「知事及び公安委員会は，民間支
援団体と連携し，及び協力して，犯罪被害者等が直面している各般の問題につ
いて相談に応じ，犯罪被害者等支援を一体となって実施するために必要な総合
的な支援体制（次項において「総合的支援体制」という。）を整備するものと
する。 ₂ 　総合的支援体制の整備に当たっては，市町村その他犯罪被害者等支
援に関係する機関及び団体と緊密に連携し，犯罪被害者等がどの機関及び団体
を起点としても同様に必要とする支援が受けられるよう努めるものとする。」
と規定しており，これがかながわ犯罪被害者サポートステーション設置の根拠
条文となっているといえよう。とりわけ同条 ₁ 項の場合，努力義務規定ではな
く，犯罪被害者等に対する総合的支援体制の整備を義務づけており，また性犯
罪被害者に限定するものでもない。これらの点は括目に値するであろう。
43）　もっとも，それぞれのデリバリー・エリアによってボランティアスタッフの
人数・経験・対応可能な支援等に違いがあることも考えられる点には注意すべ
きであろう。
44）　筆者自身，2001年にニュージーランド南島最大の都市であるクライストチャ
ーチにて窃盗被害に遭った経験を有している。被害に遭い警察署を訪れた際
に，警察署内にある VS のローカル・オフィスにて支援を受けた経験がある。
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するための一例として考えられよう。
　ニュージーランド警察では，矯正省（Department of Corrections）等と
ともに，被害者通知登録（Victim Notiﬁcation Register）と呼ばれる制度も
実施している45）。これはすべての被害者を対象としたものではなく，①性
的暴行もしくはその他重大な暴行の被害者，②重傷害，死亡もしくは無能
力の結果に陥った被害者，③合理的な根拠により，被害者やその家族の安
全に対して継続的な不安を抱かせていると認められる，その他の犯罪の被
害者に対して適用される。このような被害者が，対象被害者が警察署にお
いて通知登録をすれば，その登録が矯正省などの関係機関にも知らされ，
刑事施設内もしくは在宅拘禁中における加害者の一時的な釈放，逃走・失
踪，死亡についての通知，強制的に病院に留置された加害者の退院，外出
許可，逃走，死亡のほか，刑事施設に服役中の加害者の釈放日等について
通知される。したがってこれらの被害者の場合，警察署に行けば，被害届
等を提出すると同時に，VS のローカル・オフィスから支援を受けること
ができ，さらに通知登録を申請することも可能となる。
　またナショナル・オフィスにおける被害者に対する電話対応について
も，特段被害を受けた罪種を限定してはいない。あくまでも被害の内容に
応じた対応を行っているものである。
　この点は，極めて括目に値するといえよう。すなわち，前述したかなが
わ被害者ステーションにおいても，原則として，殺人，傷害，強盗，性犯
罪等の被害者及び被害者遺族を対象とした支援を実施しており46），比較的
重大な事犯の被害者に限定している。また筆者が2015年 ₈ 月17日に訪問し
45）　Department of Corrections, “Victim Notification Register.” (http://www.
corrections.govt.nz/information_for_victims/victim_notification_register.html); 
New Zealand Police, “Information for victims of crime” (http://www.police.govt.
nz/advice/victims/information-victims-crime). なお被害者通知登録は，2002年
被害者権利法（Victimsʼ Rights Act 2002）第34条乃至第39条に基づく制度であ
る。
46）　神奈川県庁「かながわ犯罪被害者サポートステーションにおける支援内容」，
千手 ＝ 冨田・前掲論文26頁。
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た大韓民国の金泉・亀尾犯罪被害者支援センターにおいても，殺人，強
盗，放火，強姦，傷害の被害者及びその遺族に限定している47）。
　たとえ性犯罪以外の被害者であったとしても，被害者として身体的・財
産的被害のみならず，精神的ショックを受けることも十分考えられ，その
際に VS から当該被害者が必要とし，かつ VS や連携関係にある団体が提
供可能な支援を受けることは，十分意義のあることであるといえよう。
　一方で，被害を受けた罪種を限定することなく支援を行うとなれば，専
門的な支援ではなく，前述のとおり，応急的・一般的な支援となってしま
うことは，やむを得ないものであるといえよう。そういった意味では，最
初に被害者に接触するボランティアスタッフの選定や，より専門的な支援
が必要な場合において，これを提供可能な内外の部署に確実につなぐこと
が重要となってくるであろう。
3 　支 援 内 容
　前述のとおり，VS における支援は，殺人や性暴力などの一部の例外を
のぞけば，基本的に専門的な支援ではなく，ボランティアスタッフによる
応急的・一般的な支援であるといえる。そしてこのようなボランティアス
タッフによる活動が，VS による支援の中核をなしているものであるとい
えよう。しかしながらその一方で，メンタルに係るカウンセリングや法律
相談，さらには医療等のサービスなど，VS による対応ができない場合に
は，外部機関との連携によって対応されている。
　このようなワンストップ支援と外部機関との連携を考える場合，前述し
た総務省『手引』のように，ワンストップ支援を被害直後からの総合的な
47）　他方，同センターの支援内容としては，①経済的支援，②医療支援，③当面
の生活費の支給，④学業支援，⑤葬祭費の支給，⑥就労支援（職業訓練を含
む），⑦心理的支援，⑧事件現場の掃除・後片付け，⑨自助グループへの支援
を自身で実施しており，法律相談については外部機関に委託している。一団体
でこれだけの支援を提供している点においては，事実上のワンストップ支援の
定義にあてはまるといえよう。
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支援を可能な限り ₁ か所で提供するものとし，「総合的な支援を可能な限
り ₁ か所で提供する」とは，被害者を当該支援を行っている関係機関・団
体等に確実につなぐことを含むものであると考えれば，ニュージーランド
の VS がワンストップ支援を実施していると評価できる余地は十分あると
いえよう。もっとも他機関との連携をとっている点や，VS で対応できな
い場合に，他の機関等の詳細についての情報を提供している点のみをとら
えて，確実につないでいるとただちに評価することには慎重にならざるを
得ないといえよう。残念ながら現時点においては，これらの連携・情報提
供がどの程度確実に行われているという明確な根拠を見出していないの
で48），この点の詳細な調査が今後の筆者の課題であるといえよう。
　しかしながら現時点で判明している点に鑑みても，VS における支援内
容は，我が国におけるワンストップ支援センターにおける支援内容と比較
しても，決して遜色のないものであると考える。たとえば殺人の被害者遺
族に対する支援を例に考えてみたいと思う。
　いまさらいうまでもなく，生命・身体に対する罪における保護法益は，
他の罪における保護法益と比較しても，強い保護が求められるものであ
り，我が国の刑法第38条において例外的に処罰の対象となる過失について
も処罰対象となる場合がある。その中でも殺人罪の場合，最高刑として死
刑が規定され，また未遂のみならず予備についても処罰対象となっており
48）　もっとも前述のとおり，筆者が VS のナショナル・オフィスを訪問した際に，
カウンセリング，法律相談，医療等のサービスについて外部機関との連携によ
って対応しているとの情報を得ており，また VS の CEO が年次報告書の中で，
暴力被害等を受けた女性のための保護施設やレイプクライシスセンター等の施
設や，被害者の特殊なニーズを提供するための組織との積極的な協力が被害者
の生活を改善すると発言しており，実際に被害者支援のための連携が図られて
いる点は事実であろう。問題はどの程度，確実で有機的な連携が保たれている
かにあるように思われる。この点においては，かながわ犯罪被害者サポートス
テーションの場合，条例上の根拠があり，また同じオフィス内に ₃ 団体の職員
が一堂に会するため，お互いの顔の見える連携が保たれているように思われ
る。
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（刑法第199条，201条，203条），生命・身体に対する罪の中でも，とりわ
け強い法益保護が求められているものである。したがって刑法上とりわけ
強い法益保護が求められている罪の被害者等に対しては，刑法上強い保護
が求められている点ならびに侵害された法益の重大性の点に鑑みれば，そ
れ以外の罪の被害者等よりも手厚い支援を提供すべきであると考えられよ
う。
　前述のとおり，かながわ犯罪被害者サポートステーションの場合，殺人
の被害者遺族に対して，①弁護士による法律相談，②臨床心理士等による
カウンセリング，③支援員による検察庁・裁判所等への付添い，④生活資
金の貸付，⑤緊急避難場所としてホテル等の宿泊の支援，⑥それまでの住
居に住み続けることが困難となった場合における県営住宅の一時使用，⑦
それまでの住居に住み続けることが困難となった場合における民間賃貸住
宅に関する情報提供がある。
　これに対し VS における殺人の被害者遺族の場合，前述のとおり，①殺
人に対する有給の専門スタッフもしくは専門的訓練を受けたボランティア
スタッフによる対応及び情報提供，②裁判所への付添い等の刑事司法関連
の支援，③悲しみ，喪失感，トラウマ及びショックへの対処についての援
助，④5000ニュージーランド・ドルの支給，⑤30回を上限としたカウンセ
リング，⑥公判手続やパロール等の刑事司法手続に参加する際，最大 ₆ 人
までの家族の交通費及び宿泊費の支給，⑦裁判所における審理に参加する
際，最大 ₅ 人までへの ₁ 日あたり124ニュージーランド・ドルの支給，⑧
葬祭費についての事故補償公団への補償金の申請補助，⑨法律相談・カウ
ンセリング機関等の紹介，⑩自宅が犯罪現場となったことに伴う給付金が
ある。
　これらを比較した場合，VS による殺人の被害者遺族に対する支援は，
我が国において性犯罪被害者以外の被害者に対しても総合的な被害者支援
を提供しているかながわ犯罪被害者サポートステーションにおける支援と
比較しても，決して遜色のないものであるといえよう。
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お わ り に
　以上のように，ニュージーランドにおける VS の場合，全国規模で特定
の罪種に限定することなく，あらゆる犯罪被害者に対してワンストップ支
援を提供できる可能性を秘めたものであるといえる。
　しかしながら，VS すべての被害者のためのワンストップ支援センター
としての役割を果たすためには，いくつかの課題もあるといえる。
　第一に他機関との連携である。前述のとおり，ワンストップ支援センタ
ーというためには，少なくとも VS において対処不能な支援について，被
害者を当該支援を行っている関係機関・団体等に確実につなぐことができ
るような制度設計をする必要がある。この点については，ニュージーラン
ド警察との覚書のように，他の連携機関とも覚書等を交わして連携を確実
かつ有機的なものとする必要があろう。
　第二にボランティアスタッフの問題である。前述のとおり，VS の場合，
ボランティアスタッフが支援の中心的な役割を果たしている。このため，
ボランティアスタッフの確保が VS の活動の生命線というべきものである。
しかしながら，近年 VS におけるボランティアスタッフ数は減少傾向にあ
る。VS の2005─2006年の年次報告書によれば，この時期には71のオフィス
があり，また1746名のボランティアスタッフが活動しており，この時期に
比べるとボランティアスタッフの数も，現在では1000名以上減少してい
る。また同じく2005─2006年の年次報告書によれば，この時期にはニュー
ジーランド全土を13のデリバリー・エリアに分けていたが，ノースランド
とワイテマタ，ベイ・オブ・プランティとイースタン，カンタベリーとタ
スマン，オタゴとサウスランドがそれぞれ統合され，現在では前述のとお
り ₉ つのデリバリー・エリアとなっている。なおオタゴとサウスランドが
統合された際には，新たに「サザン」という名称のエリアとなった。その
ためニュージーランドの南島は49）， ₂ つのデリバリー・エリアのみとなっ
49）　ニュージーランドの国土は，北島（North Island），南島（South Island）及
比較法雑誌第50巻第 ₂ 号（2016）
362
ている。また地方における VS の活動拠点となるローカル・オフィスも，
全国62か所のうちこういったデリバリー・エリアの減少や，ボランティア
スタッフ数の減少と無関係ではないように思われる。このような傾向は，
VS における支援活動を後退させる要因となるものであり，ボランティア
スタッフの確保が急務であると思われる。
　このような問題はあるものの，ニュージーランドにおける VS の活動は，
筆者が考えるワンストップ支援の対象となる被害者を拡大するためのモデ
ルとして極めて示唆に富むものであり，今後とも継続して調査すべきであ
ると考える。
びその他の諸島からなるが，ニュージーランドの総国土面積約27万1000平方キ
ロメートルのうち，南島は半分以上の約15万1000平方キロメートルを占める。
一方で，2013年の国勢調査の結果によれば，ニュージーランド全人口約424万
人のうち約320万人が北島に住み， 約100万人が南島に住んでいる。”Census 
2013: South Island population reaches the million mark.” New Zealand Herald 
(http://www.nzherald.co.nz/nz/news/article.cfm?c_id=1&objectid=11140591)
